
※主な新規・拡充項目については、主なものであるため、事業費総額と合計が合わないことがあります。

令和3年度
要求額
（千円）

令和3年度
最終査定額
（千円）

令和3年度
要求額
（千円）

令和3年度
最終査定額
（千円）

査定内容 査定の詳細

企画総務課
区政策会議運営事業（美原
区）

3,027 3,027 区政策会議運営経費等 3,027 3,027 要求通り － 1

自治推進課
地域安全推進事業（美原
区）

20,278 8,323 防犯カメラ設置補助金の拡充 13,286 1,400 内容を精査 実施手法の精査 3

自治推進課
美原区防災先進のまちづく
り事業

12,000 0
自治会館への修繕補助等の
拡充 12,000 0 予算措置なし

既存事業との整合性の
検討が必要 5

新規・拡充事業一覧

部名称 課名称 事業名称

事業費総額

主な新規・拡充項目

主な新規・拡充項目

頁



 令和3年度当初予算　予算要求シート

基本計画 　施策番号
・ ・ 　 ・ 　

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

旅費

筆耕翻訳

使用料及び賃借料

会議資料等の郵送

出張費用等

会議録作成用の速記・反訳

会場借上料280

1,859

684

114

58

事業名 区政策会議運営事業（美原区）

謝礼

通信運搬

事業

概要

　区民の行政への参加・参画を促し、地域の実情や特性に応
じた政策形成を進め、特色ある区行政の実現を図るため、区
域内で実施する主要な施策等について、区民等から意見を
聴取する区政策会議を開催する。

　区における施策、事業等に係る総合的な計画の策定及び
改定に関する事項や、区域内で実施する主要な施策、事業
等の方向性、方針及び評価等に関する事項などについて、
区民等から意見を聴取する。

　区政策会議の円滑な運営に要する経費を要求。

消耗品

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 美原区役所企画総務課

3,027

令和2年度予算額

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

0

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 0 3,027

関連事業：

その他　特記事項

・区民評議会に代わる「新し
い制度」を検討
・堺市区政策会議に関する
条例を上程

・区政策会議の運営

スケジュール（経過及び今後展開）

・区政策会議の運営（R3.6.1
～）
・区民評議会の廃止（R3.6.1）

　R　～　R

会議等の出席委員への謝礼

32 事務用品購入等
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区役所

市
長
・
執
行
機
関

（

各

部

局

）

【役割】

区域内で実施する施策等につ

いて、地域の実情や課題を共

有し、地域性と専門性の視点

により、情報交換や議論を行

い意見する

【構成員等】

■総数 10～30人以内

■期間 ２年以内

■構成員

・公益的な活動を行う者

・学識経験者

・公募に応じた者等

区政策会議（懇話会）

参加
参画

区

民

議 会 審議・議決

区ごとの実情及び特性に
応じた政策形成を進め、
特色ある区行政を実現

提案

特別構成員
(学識経験者等)

専門的
な意見

配慮

※1

※2

※1：懇話会形式とし、弾力的な運用が可能

※2：構成員数の上限を引き上げる

※3：構成員から幅広い意見を聴取できる

※4：区長が主体となり運営・措置を行う

※5：執行機関にも配慮する努力義務を規定

※5

意
見

新規・見直し項目！

！

！

！

※4！

措置
（依頼）

※3！

区 長

聴取した意見を
勘案・措置
（自ら実施）

開催

区政策会議の概要
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：地域安全推進事業（本庁）、自治会活動推進事業（本庁・各区）
犯罪被害者等支援事業

R2設置：@9千円×4台×12ヶ月

R3設置：@9千円×5台×6ヶ月

13,286

706

更新補助@300千円×35台

877

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

2,100

0

R3関電調査費用：@550円×5台×1.1

合計 7,990 20,278

その他　特記事項

平成21年、堺市安全・安心・快適な市民協働
のまちづくり条例施行。
令和2年度、警察署と連携・協議のうえ、防
犯カメラの戦略的な整備を推進。
各種防犯事業について、継続的な取組を実
施。

引き続き、地域や警察と
連携しながら、防犯カメラ
等の整備を推進する。

スケジュール（経過及び今後展開）

引き続き、警察署と連携・協議のうえ、防犯
カメラの戦略的な整備を推進する。また、防
犯カメラ設置補助金について、初期導入時
の上限額を見直し、機器取替等に要する経
費の補助を拡充。

878

保証期間延長@27千円×38台、@15千円×4台

： 美原区役所　自治推進課

20,278

令和2年度予算額

　R　～　R

7,747

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

7,990
事業名 地域安全推進事業（美原区）

公共防犯カメラ設置事業
事業

概要

地域が行う防犯灯・防犯カメラ設置をはじめとする自主防犯
活動に対する支援を通じて、安全な都市環境の充実や、防
犯意識の高揚を図り、市民、事業者、警察と市が協働して、
犯罪のない安心して暮らせる良好な地域社会の実現をめざ
す。

○防犯環境の整備
・校区自治連合会等に対し、防犯灯や防犯カメラ設置費用の一部を補助す
る。
・犯罪発生状況や区域の実情、既設の防犯カメラの設置状況等を考慮しなが
ら、警察署と連携・協議のうえ、公設防犯カメラを戦略的に整備する。
○自主防犯活動への支援
・市内で活動する防犯協議会への事業補助を行う。
・自主防犯パトロール団体の活動を支援するため、防犯資機材等の支給や
青色防犯パトロール活動費用の一部補助等を行う。
○広報啓発活動
・広報紙やホームページ等での各種防犯情報の発信、警察や関係団体との
連携による防犯キャンペーン等を実施する。

○地域が設置する防犯カメラについて、更新時期に達しているもの
に対し、制度の見直しを行う。主な見直し内容としては、設置時（初
期導入時）の上限額を35万円から30万円に下げ、地域の負担感が
大きい機器取替に要する経費の補助（90％、上限30万円）を拡充
し、機器の更新を促す。
○公設防犯カメラの戦略的な整備について、3か年事業の2年目と
なる。令和2年度に引き続き、警察と本市が連携・協議しながら、年
次的に公設防犯カメラの整備を推進する。

防犯カメラ設置補助金

戦略的公設防犯カメラリース料

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

（小学校・中学校カメラ）

小学校カメラ：6校6台分×12ヶ月リース料金

中学校カメラ：3校3台分×12ヶ月リース料金

設置補助@300千円×3台、@200千円×4台

共架@30千円×120灯、独立柱@50千円×6灯防犯灯設置事業補助金 3650 3900

その他 1362 1509

基本計画
　施策番号

5-(5) 　 　
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◆現状 

○市内の防犯カメラは、令和元年度末現在、地域による設置が 1,418 台、市による設置が 887 台であり、計 2,305

台が設置されている。令和 2 年度から市が進める公設防犯カメラの戦略的な整備は、地域による防犯カメラの設置に

加え、既設カメラの設置台数や設置箇所等を踏まえ、必要となる箇所に設置していくものである。 

○公設防犯カメラの戦略的な整備を進めるためには、地域による既設の防犯カメラが維持されていることが前提となる中、

現在、地域が設置した防犯カメラは経年劣化により更新時期に達しており、今後更新が必要となるカメラの増加が見

込まれている。また、警察からの画像確認依頼の対応といった、設置した防犯カメラの維持管理に係る負担も大きくな

っている。 

 

 

 

地域が設置する防犯カメラにおいて、更新費用や運用に関する負担が大きくなっていることから、維持管理に係

る負担軽減に取り組み、地域による防犯カメラ設置を促進する。 

 

◆改正内容について 

(A) 1 校区あたり 10 台までの補助上限額の引き下げ 

・他市における補助状況や実勢価格を踏まえ、補助上限額を調整する。 

(B)取替に係る補助の導入 

・補助の対象を故障による取替としていたものを、設置後 9 年を経過したものを取替の対象とする。 

(C)機器メーカー保証期間延長料金に対する補助の導入 

・新規及び取替設置に際して、機器メーカー保証期間の延長に係る費用を下記の通り補助対象とする。 

   
 

 変更前（現行） 変更後（改正案） 

① 

（A） 

1 校区あたり 10 台まで 

設置経費の 90％、上限 35 万円 

1 校区あたり 10 台まで 

設置経費の 90％、上限 30 万円 

② 
11 台以降 

設置経費の 50％、上限 20 万円 

11 台以降 

設置経費の 50％、上限 20 万円 

③ 

（B） 

耐用年数の経過及び故障による取替 

設置経費の 50％、上限 20 万円 

設置後９年を経過 

設置経費の 90％、上限 30 万円 

④ 

（C） 
― 

機器メーカー保証期間延長料金 

①③の場合 延長料金の 90％ 上限 2.7 万円 

②の場合 延長料金の 50％ 上限 1.5 万円 

 
 

◆防犯カメラ設置補助制度の変遷 

平成 21 年度 平成 26 年度 平成 28 年度 

●設置補助制定 
・補助率：90％ 
・上限額：450,000 円/１台 
・校区自治連合会対象 
（設置累計 10 台までを対象） 

●補助上限額変更 

・上限額：1台につき 350,000 円 

●設置累計 11 台目以降及び、故障取

替を対象に 

・補助率：50％ 

・上限額：1台につき 200,000 円  

 
 

◆予算要求額 
 

防犯カメラ設置補助金における補助率等の改正について 

◎要求総額：46,810 千円 

堺区：4,251 千円 中区：5,559 千円 東区：4,251 千円 西区：9,662 千円 

南区：4,681 千円 北区：5,120 千円 美原区：13,286 千円 
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

5-(1) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

0 12,000

事業名 美原区防災先進のまちづくり事業

美原区防災先進のまちづくり事業補助金

事業

概要

　共助・近助による地域防災力の強化が喫緊の課題となって
いる中、美原区が持つ「単位自治会を中心とした住民自治活
動が活発で、自治会加入率が高く、人と人とのつながりが強
い」といった強みを活かした、新たな支援策を構築し、地域防
災力の向上を図るものである。

　「防災先進のまちづくり」をめざし、共助の促進により地域防災力
の向上を図るため、防災面で積極的に取り組む自治会を対象に、
下記の要件に合致する自治会館の改築・修繕に対して補助金を交
付する。

〔要件〕
○ 避難所としての機能を向上もしくは維持させるものであること。
○ 当該校区が策定する「地区防災計画」に共助による避難場所と
して明記され、避難場所の運営マニュアルを作成していること。
○ 指定避難所に準じて開設・運営することについて、市と協定を締
結すること。
○ 建物の耐震基準を満たしていること。　等

新たな施策として要求するものである。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 美原区役所　自治推進課

12,000

令和2年度予算額

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

0

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 0 12,000

関連事業：

その他　特記事項

補助金交付要綱策定準備 事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

要綱施行、事業実施（区自治
連に周知）、申請受付

～

@6,000,000円*2か所
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◆予算要求額 ◎12,000 千円 

美原区防災先進のまちづくり事業について 

共助の促進により地域防災力の向上を図るため、防災面で積極的に取り組む自治会を対象に、 

一定の要件に合致する自治会館の改築・修繕に対して補助金を交付する。 

◆背景 

○ 近年頻発するゲリラ豪雨やスーパー台風、今般の新型コロナ感染症への対応など、従来よりも一歩進んだ

共助・近助による地域防災力の強化が喫緊の課題。 

○ 来年度は、美原区内に堺市の防災拠点となる（仮称）堺市総合防災センターが完成予定。美原区民

にとって防災意識を高揚させる絶好の機会。 

◆美原区の特性 

○ 美原区は単位自治会を中心とした住民自治活動が活発で、防災訓練などの共助の取り組みについても単

位自治会を軸としたものが多い。 

○ 大半の自治会に堅牢な自治会館が備わっている。 

○ 地区防災計画や避難所運営マニュアルの策定など、防災面で積極的に取り組む地域が多い。 

◆対象要件（案） 

○ 避難所としての機能を向上もしくは維持させるものであること。 

○ 当該校区が策定する「地区防災計画」に共助による避難場所として明記され、避難場所の運営マニュア

ルを作成していること。 

○ 指定避難所に準じて開設・運営することについて、市と協定を締結すること。 

○ 建物の耐震基準を満たしていること。 

 

◆補助限度額・補助率等（案） 

○ 1 件あたり、補助限度額 600 万円（事業費の 2／3 以内） 

ただし、事業費が１００万円以上であること。 

◆美原区モデル 

災害発生時に周辺住民、特に要配慮者にとってより身近な自治会館を、自治会・自主防災組織が   

運営する一時避難所として利活用可能な環境にすることが非常に有効。 

↓ 

「防災先進のまちづくり」を基本コンセプトとした新たな施策を確立 

↓ 

美原区の特長を活かしながら地域と行政が一体となって地域防災力の向上に取り組む。 
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